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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第23期
第１四半期
連結累計期間

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

売上高 (千円) 1,770,664

経常利益 (千円) 338,802

四半期純利益 (千円) 203,068

四半期包括利益 (千円) 54,045

純資産額 (千円) 9,781,303

総資産額 (千円) 11,181,036

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) ―

自己資本比率 (％) 87.5

(注) １．当社は当第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については記載しておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　当社は当第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分

析は行っておりません。

　また、セグメントの業績につきましては、当社グループの報告セグメントがＩＳＰ事業の単一セグメント

であるため、記載を省略しております。

　
(1) 業績の状況

　業界の動向

ＩＳＰ（インターネット・サービス・プロバイダー）業界におきましては、平成24年３月末のＦＴＴ

Ｈ（光ファイバー）の利用者が、平成23年12月末に比べて40万件増の2,230万契約に達するなど、引き続

きＦＴＴＨの利用者増が続いております。また、高速インターネット接続の普及やネットワーク運用コス

トの低減などにより、クラウドサービスの市場が拡大しております。
　

　会員数の状況

当第１四半期連結会計期間末におけるＡＳＡＨＩネットの会員数は519千人となりました。ＦＴＴＨ接

続会員数は284千人となり、引き続き増加しました。また、昨年度から販売をしております高速モバイル通

信「ＡＳＡＨＩモバイルＷｉＭＡＸ」の販売等によりモバイル接続会員も増加しております。
　

　クラウド型教育支援システム「マナバ」の状況

当第１四半期連結累計期間における「マナバ」の導入校は、京都外国語大学など新たに８校に導入し

ていただいた結果、108校に拡大いたしました。また、セミナーの開催、各種販売促進イベントなどへの出

展を精力的に行い、営業活動を推進してまいりました。特に平成24年６月に開催しました「第10回 マナ

バセミナー」では、140大学から200名を超える方々にご出席いただき、グローバル人材育成、教職課程、看

護教育での活用方法など幅広いテーマが取り上げられました。
　

　収益の状況

　ＩＳＰ事業におきましては、ＦＴＴＨやモバイルサービスの販売増に伴い会員獲得費用が増加いたしま

した。

　また、「マナバ」の拡販に関しましては、日本国内では、マナバセミナーの規模の拡大、企業向けマーケ

ティングの充実、新たな展示会への出展などを行い、海外では国際的なカンファレンスへの出席、教育関

連展示会でのブース出展、ウェッブ上でのマナバセミナー開催など、今後の受注増のための活動を積極的

に展開いたしました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,770,664千円、営業利益は334,804千円、経常利益は
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338,802千円となり、法人税等を差し引いた四半期純利益は203,068千円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（資産）

資産合計は11,181,036千円となりました。

　流動資産合計は7,860,231千円となりました。主な内訳は、現金及び預金2,923,483千円、有価証券

3,400,129千円であります。なお、有価証券はすべて元本毀損リスクの極めて低い譲渡性預金等でありま

す。

　固定資産合計は3,320,804千円となりました。主な内訳は、投資有価証券2,751,389千円であります。

（負債）

負債合計は1,399,733千円となりました。主な内訳は、買掛金323,590千円、未払金507,526千円及び繰延

税金負債281,710千円であります。

（純資産）

純資産合計は9,781,303千円となりました。主な内訳は、利益剰余金7,478,979千円及びその他有価証券

評価差額金1,066,303千円であります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 119,340,000

計 119,340,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,485,00032,485,000
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
単元株式数　1,000株

計 32,485,00032,485,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

― 32,485,000 ― 630,480 ― 780,808

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　

602,000
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式
単元株式数　1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式　

31,866,000
31,866 同上

単元未満株式
普通株式

17,000
― 同上

発行済株式総数 32,485,000― ―

総株主の議決権 ― 31,866 ―

(注)  当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社朝日ネット

東京都中央区銀座6-6-7 602,000― 602,000 1.85

計 ― 602,000― 602,000 1.85

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　なお、当社は当第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載し

ておりません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,923,483

売掛金 1,440,626

有価証券 3,400,129

その他 99,640

貸倒引当金 △3,647

流動資産合計 7,860,231

固定資産

有形固定資産 335,890

無形固定資産 126,686

投資その他の資産

投資有価証券 2,751,389

その他 106,859

貸倒引当金 △20

投資その他の資産合計 2,858,228

固定資産合計 3,320,804

資産合計 11,181,036

負債の部

流動負債

買掛金 323,590

未払金 507,526

未払法人税等 117,352

その他 165,895

流動負債合計 1,114,365

固定負債

繰延税金負債 281,710

その他 3,657

固定負債合計 285,368

負債合計 1,399,733

純資産の部

株主資本

資本金 630,480

資本剰余金 780,808

利益剰余金 7,478,979

自己株式 △169,736

株主資本合計 8,720,531

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,066,303

為替換算調整勘定 △5,532

その他の包括利益累計額合計 1,060,771

純資産合計 9,781,303

負債純資産合計 11,181,036
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 1,770,664

売上原価 915,527

売上総利益 855,137

販売費及び一般管理費 520,332

営業利益 334,804

営業外収益

受取利息 2,309

受取配当金 1,000

その他 688

営業外収益合計 3,997

経常利益 338,802

税金等調整前四半期純利益 338,802

法人税等 135,734

少数株主損益調整前四半期純利益 203,068

四半期純利益 203,068
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 203,068

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △146,007

為替換算調整勘定 △3,015

その他の包括利益合計 △149,023

四半期包括利益 54,045

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 54,045
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、Asahi Net International,Inc. の重要性が増したため、連結の範囲に含め

ております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、The rSmart Group,Inc. の株式を追加取得したため、持分法適用の範囲に含

めております。

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は軽

微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法を採用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　
当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 19,078千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

 配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 239,121 7.5平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　当社グループは、ＩＳＰ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 ６円37銭

    (算定上の基礎) 　

    四半期純利益金額(千円) 203,068

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 203,068

    普通株式の期中平均株式数(株) 31,882,899

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月14日

株式会社朝日ネット

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松　　本    正 一 郎 　 印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    板　　谷    秀    穂    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社朝日ネットの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日ネット及び連結子会社の平成24
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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